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１．は じ め に
活動基準原価計算（activity-based costing：ABC）は，１９８０年代の後半から
米国において製造業の不振を背景にして，当初，企業のリストラの手段として
用いられた。その根拠は，製造原価に占める製造間接費の割合が大きくなって
いる状況では，伝統的原価計算によれば製造間接費の配賦が不正確になるの
で，正確な製造間接費の配賦による正確な製品原価の算定を通じて収益性を高
める戦略的プロダクト・ミックスを決定する必要があった点にある。
日本においても１９９０年代に入り，特にバブル崩壊後は企業の業績が低迷し
て，企業の業績立て直しの必要性が生じて ABCへの関心が高まり，ABCに関
する研究が活発に行われてきた。ABCは活動基準管理（activity-based
management：ABM）へと展開され，さらに ABCに基づく活動基準予算管理
（activity-based budgeting：ABB）へと展開されている。
しかし，ABCは，それが持つ問題点のために，当初期待されたほど普及し
ていないのが現状であった。そのためキャブラン（Robert S. Kapan）とアンダ
ーソン（Steven R. Anderson）は，ABCを改良したものとして時間適用型 ABC
（time-driven activity-based costing：TDABC）を考案している。さらに彼らは，
TDABCを利用した ABB（すなわち TDABB）へと展開している。ABCは，ABC
が提唱されて以来約２０年間，管理会計領域における最大の研究テーマとなっ
てきた。
昨年，米国のサブプライムローン問題に端を発して，リーマンショックを引
き金として引き起こされた世界同時的大不況により，企業の業績は急速に悪化
し，業績の立て直しを図らねばならない状況となった。このような不況のもと
では，従来の ABCの問題を解決し，改良した新しい ABCの開発とそれに基づ
く ABBの検討を行う必要がある。他方，近年では，「現在のように競争が激
しく，不確実性の高い環境では，予算はむしろ業績向上の足かせになるし，時
代遅れである」１）という予算不要論も主張されている。そこで本稿では，これま
での ABCの展開により ABCが持っていた問題点を解決できて，TDABBは業
績改善に役立つツールとなっているかどうかを検討することを目的としたい。
２．予算の意義と機能
予算管理は，１９００年代の初めにテーラー（F.W.Taylor）による科学的管理法
における職能的管理と会計方法の結合により誕生した予算統制がその始まりで
あり，経営管理組織の発展と密接に関連して発達している。２）今日，予算管理
は，企業の総合的利益管理手法として利用されている。経営管理活動は，計
画，組織，調整および統制等のマネジメントサイクルを通じて行われるので，
予算管理は計数管理手段として，以下のような計画機能，調整機能および統制
機能への役立ちが期待されている。３）
予算の計画機能…企業活動の実施に先立って，過去の実績データや将来予測
に基づき，トップ・マネジメントが設定した予算編成方針と摺り合わせて，目
標利益を達成するために必要な経営活動（購買活動，生産活動，販売活動など）
を計画し，それに基づいて資金的に裏付けされた全社的な総合計画を立案し，
見積損益計算書および見積貸借対照表に要約する必要がある。これが予算の計
画機能である。
予算の調整機能…予算編成にあたっては，まず，トップ・マネジメントから
示達された予算方針編成に沿って，目標利益を達成すべく各部門（購買部門，
生産部門，販売部門など）あるいは事業部ごとに予算編成が行われるが，企業
全体が調和して活動するためには，部門間あるいは事業部間の調整を行う必要
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がある。予算編成を通じて行われるこの機能が，予算の調整機能である。
予算の統制機能…予算が決定すれば，その実行予算が各部門に示達される。
各部門の管理者はその予算をもって従業員の業務遂行への動機づけを行うこと
（事前統制），業務遂行に際して計画から乖離しないように執行を確保すること
（同時統制ないし期中統制），および業務遂行後は予算と実績の差異分析，その
原因調査および是正措置を行うこと（事後統制），さらに，これらの結果に基
づいて管理者の業績評価が行われることが必要である。この定期的な予算差異
分析とそれに基づく業績評価は，管理者および従業員に対して業務遂行への動
機づけを与えることになる。このような機能が，予算の統制機能である。
予算管理ではこれらの機能を同時に果たすことが期待されているが，それに
は限界があると思われる。どの機能に重点をおいて予算編成を行い，予算に
よって経営管理を行うのか，その際にどのような限界があるのか十分に認識し
ておく必要がある。たとえば短期の利益計画のために予算の計画機能を重視し
て業績予測に重点を置けば，予算原価は見積原価に近づき業績評価基準として
の規範性は低下するので，予算の統制機能は低下することになろう。計画機能
を重視しても，リーマンショック以降の経済状況において見られるように，環
境変化があまりにも大きく不確実性が高い場合には業績予想は非常に困難にな
るので，不確実性の程度に応じて不確実性に対する対処方法を検討しなければ
ならない。グローバル化した世界経済の下ではますます不確実性の考慮は必要
になり，予算不要論が強くなるようにも思われるが，我が国では証券取引所が
決算短信制度を義務づけており，次期の売上高や純利益などの業績予想をしな
ければならないので，予算管理制度の廃止方向ではなく，予算の計画機能強化
が期待されているといえよう。４）
３．ABCの構造と問題点
３．１ ABCの構造
ABCは，伝統的な原価計算における製造間接費の配賦方法の問題点を解決
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するために考案された。伝統的な原価計算では製造間接費の部門別計算を行っ
ているが，ABCでは部門よりも詳細な活動に注目し，「製品が活動を消費し，
活動が資源を消費する」という基本理念に基づいて製造間接費の配賦が行われ
る。したがって，図３－１で示されているように，ABCでは，この基本理念
に基づいて，まず資源作用因を用いて活動センターを細分化した活動としての
コスト・プールに資源の原価を割り当て，次に活動作用因を用いてコスト・プ
ールに集計された原価を原価計算対象に割り当てることによって，製造間接費
の配賦が行われる。製造直接費は，伝統的な原価計算においても ABCにおい
ても直課されるので，製造直接費の処理はどちらの原価計算においても同様で
あるが，図３－２の伝統的な製造間接費配賦法と比較すれば，製造間接費の配
賦法においては相違点がある。５）
図３－１で示された ABCによる製造間接費配賦法の場合には，まず資源作
図３－１ ABCによる製造間接費配賦法
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用因に基づいて資源の原価を活動に配賦する。資源作用因は，活動による資源
の消費を反映するように決定される。それは，図３－２の伝統的な製造間接費
配賦法の場合における各部門への部門共通費の配賦基準に相当している。次
に，活動に集計された製造間接費は，活動作用因と呼ばれる原価作用因（cost
driver）に基づいて製品（原価計算対象）に配賦される。原価作用因は原価を
発生させる要因であるので，これに基づいて製造間接費の配賦を行えば，製造
間接費の製品への割当が因果関係に基づいて合理的に行えることになる。この
ように ABCでは，伝統的な製造間接費配賦法では３段階で行われている製造
間接費の製品への配賦を２段階（いわゆる２段階 ABCコスト配分モデル）で
行っており，製造間接費も製造直接費と同様に製品の産出に関連づけて認識
し，製品に負担させるように，いわば直課しようとしている。
ABCと伝統的な原価計算の相違点が製造間接費の配賦法に求められるが，
ABCによれば，未利用のキャパシティを区別することができるという利点が
図３－２ 伝統的な製造間接費配賦法
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ある。財務会計では提供された資源の原価を測定し，ABCでは利用された資
源の原価を測定しており，これらの２つの原価概念の関係は次式で表される。
提供された資源の原価＝利用された資源の原価＋未利用のキャパシティ原価
したがって，ABCを利用することによって，未利用のキャパシティ原価を
算定でき，その結果，資源の無駄に気づくことができる。６）
３．２ ABCの問題点
ABCでは，製造直接費と同様に製造間接費を製品へ直課することによって，
伝統的な原価計算において行われる製造間接費配賦の恣意性を排除し，製品原
価計算の精緻化が図られている。その結果得られるより正確な製品原価は，製
品の収益性改善や製品戦略に有益であると考えられているが，先に説明した
ABCの構造から次の諸点が問題点として考えられる。
 製品原価の正確度を高めようとすればするほど活動の種類やドライバー
の数が増大し，ABCの準備や実施時の費用が増大する。
 各活動が既存の複数の原価部門を通じて横断的に行われるため，原価の
発生場所と関連した原価責任が不明確となりがちである。
 ABCの原理は，企業が規模も小さく企業活動も単純な場合には適用可
能と考えられるが，企業規模が拡大し，企業活動も複雑化すれば，適用で
きなくなるだろう。７）
キャプランとアンダーソンも ABCの実行には問題点があることを認めて，
次のように述べている。８）
 ABCに関するインタビューと調査には多くの時間と費用がかかる。
 ABCモデルのためのデータは主観的で有効性には疑問がある。
 ABCモデルのためのデータを保持し，処理し，そして報告することに
は多額の経費がかかる。
 ほとんどの ABCモデルは独立的であり，全社的な収益状況を統合的情
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報として提供し得ない。
 ABCモデルは，変化する状況に適用する形で簡単に適応できない。
 ABCモデルは，未利用のキャパシティが存在する可能性を無視すると
き，理論的正確性を欠くことになる。
このようにキャプランとアンダーソンは ABCの問題点を認めて，この問題
点を解決するために TDABCを考案している。
４．ABBの構造と問題点
４．１ ABBの構造
作業負荷と資源の必要量の見積を支援するために ABCを用いたコスト予算
の編成を ABBと称している。ABBの利用目的は，企業全体にまたがる希少資
源の最適配分を実現するために，企業の行う意思決定がもたらす影響を理解す
ることであると考えられている。９）
ABBによる予算編成は，次の５つのステップを経て行われると考えられて
いる。１０）
 売上高，製品および顧客組み合わせを計画することによって，次年度の
活動の潜在的な需要を予測する。
 活動に対する活動作用因を設定することによって，原価計算対象別に活
動をどの程度利用するかを測定する。
 活動作用因の数量によって，関連する活動の作業水準を決定する。
 各活動の原価作用因によって，見積需要を満たすために必要となる努力
水準を決定する。
 各活動の努力水準によって必要とされる資源を決定する。
このようなプロセスを経て予算編成を行うことによって，ABBによれば次
の点が可能になる。１１）
 伝統的な部門予算を活動別に積み上げることが可能になるため，全員の
賛同が得られるような形で予算編成が行える。
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 アウトプットとの関連で費用予算を編成・統制することが可能になり，
予算編成においても業績評価においても，活動を基準にした予算の編成と
評価が行える。
 個々の付加価値を生み出さない活動にまで目が届くような細分化された
活動分析が行えるようになるため，利益管理や原価管理に役立つ情報の提
供が行える。
４．２ ABBの問題点
前述のように ABBのプロセスは ABCのプロセスを逆進するものであるか
ら容易に理解できる構造であり，また，ABBの持つ長所から，ABBは有用な
経営管理手段となりうると考えられる。しかし，利用する際には，その問題点
ないし課題を十分に認識しておく必要がある。ABBは ABCシステムを逆転し
た（すなわち活動原価計算の計算プロセスを逆進する）計算構造を持つので，
ABBを用いて将来の資源需要予測を行えば，その予測結果は，以下に述べる
原因から非常に不正確なものになってしまうと主張されている。１２）
 支出パターンと消費パターンの不一致
ABCシステムの構造が逆転された場合，それが基づいている資源消費モデ
ルのために，将来の資源消費の予測，資源取得および資源消費は一致している
ことを仮定しているが，この仮定は通常の場合には妥当しない。
 補助的産出物の存在
多くの ABCシステムは，収益が関連づけられる３つのタイプの産出物すな
わち製品あるいはサービス，顧客および流通経路の原価だけを報告している。
企業活動においては主要活動以外に，特に人事部門，情報システム部門および
財務部門で行われる補助活動（補助的産出物）が存在し，主要活動と補助活動
の規模は相互に一定の比率で変化することはほとんどないので，より精緻化し
たモデルが必要になる。
 代替可能資源の存在
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ABCにおいては，代替可能資源はほとんど問題を生じさせないけれども，
逆転した ABCシステム（すなわち ABB）を用いて資源の消費額を予測する場
合には，代替可能資源は問題を生じさせる。
 詳細な知識の利用不可能性
かなり複雑な状況設定においては，需要の予測はどんな正確さをもっても達
成できない。その結果，ABCの計算プロセスを逆進するのに十分な情報はな
い。
以上のような問題はあっても，製造間接費を製品へ２段階で配賦する ABC
システムが確立できるほど企業活動が単純で小規模の場合には，ABBは適用
できるものと考えられる。企業規模が大きくなり，企業活動が複雑になればな
るほど上記の問題も大きくなり，キャプランとアンダーソンも認めているよう
に，ABCモデルを構築・維持するためには莫大な時間とコストがかかること
が ABC導入の阻害要因になっているのであり，ABBが普及しない要因になっ
ている。
５．TDABCの構造と問題点
キャプランとノートンは前述した従来の ABCの問題点，特に ABCモデル
の構築・維持のためのコストや実務の複雑性の把握困難性の問題を解決するた
めに，従来の ABCを改良した ABCとして TDABCを提唱し，さらにそれに基
づいて TDABBも提案している。以下では彼らの主張に従って TDABCの構造
を紹介し，その問題点を検討したい。１３）
５．１ TDABCの構造
TDABCの計算構造は，前述の「ABCに関するインタビューと調査には多くの
時間と費用がかかる」という ABCの問題を解決するために，原価計算対象に
資源費用を配賦するに先立って行われるインタビューと調査を省略し，原価計
算プロセスを簡略化する発想から考案されている。この発想に基づく TDABC
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は，次の２段階で行われる。
第１に，資源キャパシティを準備するための費用を計算し，この合計額を当
該部門のキャパシティ（実際に業務を遂行する従業員から入手される時間）で
割ることによって，キャパシティ原価率を算定する。
第２に，キャパシティ原価率と各原価計算対象が必要とする資源キャパシ
ティの必要量の推定値（典型的には，TDABCという新しい名称に示されてい
る「時間」）を用いて部門の資源キャパシティ原価を原価計算対象に割り当て
る。
このような TDABCを具体的に説明するために，四半期合計５６７，０００ドルの
費用で活動している顧客サービス部門の例を用いて，従来の ABCと TDABC
の基本的相違について説明している。なお，この費用合計額には，顧客サービ
ス部門担当者およびその上司の費用，その部門の情報技術関連費用，通信費
用，ならびに諸施設の費用が含まれ，また，この金額は四半期当たりでは固定
的に発生し，顧客サービス部門の活動量によっては変化しないものと仮定され
ている。
従来のABCによる計算法
従来の ABCにおいては，まず，部門の従業員とその上司にインタビューを
行って，部門で行われているさまざまな活動を把握する。ここでは，次の３種
類の活動が行われるものとされている。
・顧客の注文の処理
・顧客からの問い合わせや苦情の処理
・顧客の与信審査の遂行
次に，従業員にインタビューと調査を行うことによって，従業員が先の３種
類の活動に従事する（または従事すると期待される）時間の割合（％）の推定値
を把握する。
そこで，インタビューと調査により，３種類の活動の時間割合が，それぞれ
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活 動
消費時間
（％）
配賦費用
コスト・
ドライバー量
コスト・ドライバー率
顧客注文の処理 ７０ ＄３９６，９００ ４９，０００ 注文当たり ＄８．１０
顧客からの問い
合わせ処理
１０ ＄５６，７００ １，４００ 問い合わせ当たり ＄４０．５０
与信審査 ２０ ＄１１３，４００ ２，５００ 与信審査当たり ＄４５．３６
合 計 １００ ＄５６７，０００
７０％，１０％，２０％であることが明らかになったと仮定されている。この割合で
３種類の活動に部門費合計額（５６７，０００ドル）を配分する。さらに，３種類の
活動に関する四半期中の実際（ないし予測）業務量のデータとして，次のデー
タが入手されたとしている。
・顧客からの注文４９，０００件
・顧客からの問い合わせ１，４００件
・与信審査２，５００件
さらに，分析を単純化するために，すべての注文を処理するのに要する資源
（時間）量は同一であり，すべての顧客からの問い合わせには同一時間を要し，
各顧客の与信審査も同一レベルの仕事量であると仮定されている。このような
状況では，ABCシステムによれば，平均的コスト・ドライバー率は次のよう
に算定される。
従来の ABCでは，注文処理数，顧客からの問い合わせ数および与信審査数
に基づき，これらのコスト・ドライバー率を用いて顧客サービス部門費を個々
の顧客に配賦される。
TDABCによる計算法
TDABCでは，時間方程式を用いて，使用した資源費用を遂行した活動や処
理した取引に対して直接的かつ自動的に配賦する。したがって，TDABCでは
部門のキャパシティ原価率と部門で処理される個々の取引のキャパシティ利用
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度の２つのバラメータ値を推定するだけで配賦を行うことができる。キャパシ
ティ原価率は，次式で定義される。
キャパシティ原価率 ＝
供給されたキャパシティの原価
供給資源の実際的キャパシティ
ここでは，供給されたキャパシティの原価は１月当たり５６７，０００ドルとされ
ており，実際的キャパシティを予測するために，実際の業務遂行に使用される
資源（典型的には従業員と設備）の量を識別する必要がある。当該部門では，２８
人のフロントライン現場従業員が雇用され，各従業員は月平均２０日（四半期
で６０日）働き，１日につき７．５時間に対して賃金が支払われ，四半期の間に
約４５０時間，すなわち２７，０００分働くと仮定されている。さらに，各従業員は
１日当たり７５分ほど，休憩，訓練および教育に費やすと仮定され，その結
果，各従業員の実際的キャパシティは，四半期につき約２２，５００分（１日当た
り３７５分×四半期６０日）となる。したがって，当該部門全体の実際的キャパ
シティは６３０，０００分となる。これらの数値を用いて，キャパシティ原価率は次
式のように算定できる。
キャパシティ原価率 ＝
５６７，０００ドル
６３０，０００ドル
＝ ０．９ドル（毎分）
TDABCモデルでは，個々の取引の遂行に必要とされるキャパシティ（ここ
での事例およびほとんどの事例では時間）を推定する必要がある。この時間推
定値は直接的な観察かインタビューのいずれかによって入手できる。実際的
キャパシティの推定値と同様に，その正確性は決定的なものではなく，大体正
確であれば十分であると考えられている。
ここでは，３種類の顧客関連活動に関して次のような推定値が入手されたと
仮定されている。
・顧客注文の処理：８分
・顧客からの問い合わせ処理：４４分
・与信審査の遂行：５０分
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アクティビティ 単位時間 数量 総時間（分） 費用合計
顧客注文の処理 ８ ４９，０００ ３９２，０００ ＄３５２，８００
顧客からの問い合わせ処理数 ４４ １，４００ ６１，６００ ５５，４４０
与信審査の遂行 ５０ ２，５００ １２５，０００ １１２，５００
利用されたキャパシティ ５７８，６００ ＄５２０，７４０
未利用のキャパシティ（８．２％） ５１，４００ ４６，２６０
合 計 ６３０，０００ ＄５６７，０００
この場合，キャパシティ原価率は０．９ドル（毎分）であるので，注文単位当
たり７．２ドル，問い合わせ当たり３９．６０ドル，与信審査当たり４５．００ドルとな
り，従来の ABCモデルで推定された率よりも少し低くなっている。この理由
は，次表のように直近の四半期における３種類のアクティビティの遂行に要す
る費用を再計算することによってより明らかになる。
この再計算から未利用のキャパシティが８．２％あり，実際的キャパシティの
９１．８％（５７８，６００÷６３０，０００）だけが真に生産用途に利用されていたにすぎない
ことがわかる。したがって，費用合計額５６７，０００ドルの９１．８％だけが顧客の
ために費やされた当該期間の費用とされる。一方，従来の ABCモデルでは，
利用した資源キャパシティの原価と未利用の資源キャパシティの双方が含めら
れているため，活動を遂行するための費用が過大に予測される。個々の活動を
遂行する時間を正確に特定化することにより，会社は，活動の遂行のために供
給される資源の中に含まれた未利用のキャパシティの量（５１，４００時間），費用
（４６，２６０ドル）とともに，各活動の費用および効率性に関するより有用なシグ
ナルを得ることができる。
TDABCモデルは，最初に過去のデータに基づいて推定を行うが，将来の予
測にも大いに役立つ。今，次期における活動量が顧客注文数５１，０００件，顧客
問い合わせ数１，１５０件，与信審査数２，７００件と仮定し，さらに，当該期間を通
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アクティビティ 数量 単位時間 総時間（分）単位費用 配賦費用合計
顧客注文の処理 ５１，０００ ８ ４０８，０００ ＄７．２０ ＄３６７，２００
顧客からの問い合わせ処理数 １，１５０ ４４ ５０，６００ ３９．６０ ５５，４４０
与信審査の遂行 ２，７００ ５ １３５，０００ ４５．００ １２１，５００
利用されたキャパシティ ５９３，６００ ５３４，２４０
未利用のキャパシティ（８．２％） ３６，４００ ３２，７６０
合 計 ６３０，０００ ＄５６７，０００
じて TDABCモデルを標準費用モデルとして採用し，実際的キャパシティで計
算された標準率（１注文当たり７．２ドル，１顧客問い合わせ当たり３９．６０ド
ル，１与信審査当たり４５．００ドル）に基づいて注文と顧客に配賦するものと仮
定する。この計算はリアルタイムで行われ，顧客と取引が行われるごとに，顧
客管理費用が個々の顧客に配賦される。さらに，この標準原価率は，顧客の受
け入れの決定や，新製品の価格決定にも利用できる。
次に，期末における実際値が先に示したデータの通りになったと仮定すれ
ば，期末後，ただちに次表のような報告書を作成できる。
この報告書は，３種類の活動遂行に必要な時間およびその遂行のために使わ
れた費用も示している。さらに，供給キャパシティ（数量と費用）と利用キャ
パシティの差異（すなわち未利用のキャパシティ）を際だたせることができる。
この資料を用いて，経営者は，未利用のキャパシティ原価を再検討できるし，
さらに次期において，未利用資源の供給費用を削減できるか否か，また，どの
ように削減すべきかについても検討することができる。
TDABCでは，すべての注文や取引が同一であり，処理に際して同量の時間
が必要とされるような単純化された仮定を必要とせず，時間等式の利用によ
り，単位時間推定値は，注文や活動の性質の違いにより変化させることができ
る。１４）さらに，TDABCモデルでは，時間等式に新しい項を付加することによっ
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て，線形式のまま多様な形にも拡張できる。１５）会社では，このような計算は企
業資源計画システム（ERP : enterprise resource planning system）を利用して迅
速に計算することができる。
TDABCモデルの基本構造を概述してきたが，TDABCは従来の ABCの問題
を克服して，次のような利点を有していると主張されている。
 簡単かつ迅速に精緻なモデルを設計できる。
 企業資源計画システムと顧客関連経営管理システムから即時に入手でき
るデータとうまく統合できる（このことから，このシステムは一層ダイナ
ミックでありかつ労働集約的でない）。
 費用を，それぞれの注文，業務プロセス，仕入先，および顧客に関する
特別な性質を反映したドライバーを用いることにより，取引や注文に割り
当てる。
 直近における操業の経済性を捉えるために，毎月計算しなおすことがで
きる。
 操業プロセスの効率性とキャパシティの利用度を可視化できる。
 注文量と注文の複雑性の予測に基づいた資源キャパシティに関する予算
の編成が可能となり，資源必要量を予測できる。
 会社全体に適用可能なソフトウェアおよびデータベース技術を通じて全
社モデルを容易に設計できる。
 迅速かつ費用のかからないモデルのメンテナンスが可能になる。
	 利用者が問題の根本的原因を識別するための，有用できめ細かい情報を
提供できる。

 顧客，製品，流通チャネル，セグメント，および業務プロセスなどが複
雑な産業や会社にも，また多数の従業員がいて多額の資本支出を行ってい
る産業や会社にも使用できる。
このようにキャプランとアンダーソンは TDABCモデルの利点について主張
しているけれども，すでにいくつかの論考によって TDABCモデルの問題点や
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課題が挙げられている。それらも参照しながら TDABCの問題点を検討したい。
５．２ TDABCの問題点
前述のように，キャプランとアンダーソンは，特に，従来の ABCモデル
の構築・維持のためにコストがかかりすぎること，実務の複雑性を把握する
ことが困難であるという問題を解決するために，従来の ABCを改良した
TDABCを提唱し，さらにそれに基づいて TDABBも提案している。そこで，
これらの問題点が果たして主張通りであるかどうかを検討することにしたい。
の問題を解決するために，原価計算対象に資源費用を配賦するに先立って
行われるインタビューと調査を省略し，原価計算プロセスを簡略化する発想か
らスタートしている。TDABCモデルでは，具体的に活動を定義する段階を省
略し，部門費を部門が遂行するいくつかの活動に配賦することも省略してい
る。時間等式を用いて，キャパシティ原価率と部門で処理される個々の取引の
キャパシティ利用度という２つのパラメータを推定するだけでよく，それらは
簡単にかつ客観的に推定できるものと考えられている。個々の取引の遂行に必
要とされるキャパシティ（ここでの事例では時間）を推定する必要があり，こ
の時間推定値は直接的な観察かインタビューのいずれかによって入手できる。
実際的キャパシティの推定値と同様に，その正確性は決定的なものではなく，
大体性格であれば十分であると考えられている。さらに，経営環境に変化が
あってモデルを変更する必要がある場合にも，従業員に改めてインタビューす
る必要はなく，キャパシティ原価率と新しい個々の活動の遂行に必要な単位時
間を推定すればよいと考えられている。
以上のような説明から，TDABCモデルでは，従来の ABCモデルに比較し
てインタビューや調査が少なくなっていることから，モデル構築のためのコス
トは削減されている。しかし，キャパシティ原価率と各原価計算対象が必要と
する資源キャパシティの必要量の推定値のパラメータを推定するためインタ
ビューや調査は必要になるので，ある程度のコストは発生する。TDABCモデ
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ルの構築が容易に早く低コストで可能になった反面，「TDABMへの展開の可
能性による経営の効率化への貢献に関して，アクティビティごとの費用把握の
可能性の後退による業務プロセス管理効果については，ABCの持つ特性の喪
失ないし懸念がもたれている。」と問題が指摘されている。１６）ABCから ABMへ
の展開において，経営の競争力を高めるために詳細な活動分析を通じて原価低
減を図り，経営効率の向上を図ることが重要視されてきたのであり，この観点
からすれば TDABCモデルの意義は後退していると言わざるをえない。未利用
のキャパシティを算定できても，それ自体では解決策は見い出せない。
の問題を解決するために，TDABCモデルでは，各原価計算対象が必要と
する資源キャパシティの必要量の推定値として「時間」を用いており，この時
間の算定のために時間等式を利用している。時間等式の利用によって実務の複
雑性の把握困難性の問題をある程度解決しているといえるが，時間以外のドラ
イバーによっても資源キャパシティを測定でき，時間以外の単位でキャパシ
ティの供給費用を配賦できることをキャプランとアンダーソンも認めているの
で，１７）時間以外のドライバーを利用した場合にどのようになるのか，複数のド
ライバーを利用することが考えられないのか，今後，検討を要するものと思わ
れる。
６．TDABBの構造と問題点
６．１ TDABBの構造
従来の ABCモデルに基づいて ABBモデルが考案されたのと同様に，TDABC
モデルに基づいて TDABBモデルが考案されている。１８）キャプランとアンダーソ
ンは，仮設のセピカン社の事例を用いて，TDABBの実行手順として以下のよ
うに説明している。
 TDABCモデルを構築する。
TDABCモデルを構築するために，セピカン社における調査に基づいて，
キャパシティ原価率を見積もり，月間の資源費用と資源利用度（単位数，月間
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費用／単位，総費用，利用可能時間数，利用度）を算出する。
 製品原価および収益性を算出する。
TDABCモデルを構築できれば，これを用いて売上高，製造直接費，貢献利
益，製造間接費，売上総利益，売上総利益率，営業費，売上高利益率，未利用
のキャパシティを算定できる。TDABCモデルを用いていれば，What-if分析が
可能になり，感度分析を行うことができるので，作業計画の変更が収益性に与
える影響を容易にかつ迅速に調査することができる。
 プロセス改善，価格設定，製品と顧客の組み合わせについて経営判断を行
う。
製品ラインの収益性に関する TDABCの計算結果を検討した後に，収益性改
善の方策について決定する。
 来期のプロセス能力および生産・販売の量と組み合わせを予測する。
TDABBのためには，従来の総合生産計画よりも詳細な来期の生産・販売計
画を立てる必要がある。設例では，来期の生産・販売計画として，製品別に，
価格，以前の価格，販売個数，以前の販売個数，生産回数，出荷回数，直接作
業時間合計，生産当たり段取り作業時間，段取時間合計，機械時間（生産と段
取）およびエンジニアリング時間が示されている。
 生産・販売予想を満たす来期の資源キャパシティ需要を計算する。
詳細な生産計画に基づいて，各生産部門および業務プロセスの資源キャパシ
ティ需要を予測することができる。修正した時間方程式を用いて，段取り時間
短縮などの業務プロセスの改善や変化を反映させることもできる。また，従来
の予算編成を拡大して，間接プロセスや支援プロセスの需要予測まで行うこと
ができる。設例では，各種の資源ごとに，月間生産時間／単位と資源需要（時
間）を見積もって資源供給量を算出し，それに基づいて資源供給量の予算値が
算定されている。その予算値と以前の資源供給量と比較することによって，現
行の資源供給量を調整しない場合，過剰キャパシティやキャパシティ不足がど
こに存在するのかを，部門ごとにまたプロセスごとに特定化することができる。
２４４ 松山大学論集 第２１巻 第６号
 将来期間において望ましい資源キャパシティを供給するために支出（当期
水準より増加または減少）を承認する。
次期の資源供給量の予算値が決定・承認されれば，承認された資源量にそれ
ぞれの単位費用を乗じて，資源支出の予算額を見積もることができる。このよ
うにして承認される予算を，設例ではセピカン社の見積売上高および製品利益
分析として表示している。１９）予算値以外の各製品に起因する費用は，各製品の
予想生産計画を達成するために発生する資源費用に基づいている。製品に起因
する費用（合計）と予算値の差が未利用のキャパシティを示している。このよ
パルプ ポンプ 流量調整器 合計
未利用の
キャパシティ
予算
販売個数 １２，０００ １２，０００ ２，５００ ２６，５００
売上高 ＄９００，０００ ＄９６０，０００ ＄２７５，０００ ＄２，１３５，０００ ＄２，１３５，０００
直接労務費 １５６，０００ １９５，０００ ３２，５００ ３８３，５００ ６，５００ ３９０，０００
材料費 １９２，０００ ２４０，０００ ５５，０００ ４８７，０００ － ４８７，０００
貢献利益 ５５２，０００ ５２５，０００ １８７，５００ １，２６４，５００ （６，５００） １，２５８，０００
機械稼働時間 １３５，０００ １３５，０００ １６，８７５ ２８６，８７５ ４５ ３０７，８００
段取作業 ５，２００ ６，２４０ １８，７２０ ３０，１６０ １，０４０ ３１，２００
機械段取 ３，６００ ４，３２０ １２，９６０ ２０，８８０
荷受・工程管
理
１，２００ １，２００ １，８００ ４，２００ ３，６００ ７，８００
エンジニアリ
ング
４，８７５ １９，５００ ３２，５００ ５６，８７５ １，６２５ ５８，５００
梱包・出荷 ４９，０００ ４９，７５０ １２，５００ １１１，２５０ １，８５０ １１３，１００
製造間接費 １９８，８７５ ２１６，０１０ ９５，３５５ ５１０，２４０ ８，１６０ ５１８，４００
総原価 ＄５４６，８７５ ＄６５１，０１０ ＄１８２，８５５ ＄１，３８０，７４０ ＄１４，６６０ ＄１，３９５，４００
売上総利益 ＄３５３，１２５ ＄３０８，９９０ ＄９２，１４５ ＄７５４，２６０ （＄１４，６６０） ＄７３９，６００
売上総利益率 ３９％ ３２％ ３４％ ３５％ ３５％
販売費・一般
管理費
３５０，０００
営業利益 ３８０，０００
売上高営業利
益率
１８％
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うにして求められた支出や利益の予測が受け入れられない場合には，振り出し
に戻ってやり直さなければならない。
キャプランとアンダーソンは，TDABCモデルの意義について次のように主
張している。TDABBは従来の予算編成に関するすべての問題を解決するわけ
ではないけれども，項目別予算編成プロセスを実施するために現在必要とされ
ている非常に多くの判断，交渉および主観性を減少させ，将来期間の生産・販
売予測を満たすために供給する必要がある資源量を決定する分析的アプローチ
を提供する。また，固定化された項目別予算について交渉するのではなく会社
の戦略計画を実施するのに必要とされる資源キャパシティへの支出レベルを予
測する客観的かつ厳格なプロセスを提供する。
６．２ TDABBの問題点
TDABBは TDABCの構造に基づいているので，先に述べた TDABCの問題
は TDABBの問題でもある。そこで，ここでは TDABCモデルが構築されて，
TDABBが実施された場合の問題点についてだけ検討することとしたい。
キャプランとアンダーソンは，TDABBのプロセスを経て先に示したセグメ
ント別見積損益計算書の様式で予算を取り纏めることを提案している。この損
益計算書の構造は，売上高から製造直接費を控除して貢献利益を算出し，貢献
利益から製造間接費を控除して売上総利益を算出し，さらに売上利益から販売
費・一般管理費を控除して営業利益が算出されている。したがって固定製造間
接費は製品原価に算入されることなく当期の期間原価とされている点から，
TDABBにおける利益は制度会計上の利益に一致しないことになる。「２．予算
の意義と機能」において述べたように，予算管理の計画機能として，「企業活
動の実施に先立って，過去の実績データや将来予測に基づき，トップ・マネジ
メントが設定した予算編成方針と摺り合わせて，目標利益を達成するために必
要な経営活動（購買活動，生産活動，販売活動など）を計画し，それに基づい
て資金的に裏付けされた全社的な総合計画を立案し，見積損益計算書および見
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積貸借対照表に要約する」ことが期待されている。したがって，TDABBは現
在の予算管理制度としては利用できないことになる。TDABBは TDABCに基
づいているので，この問題は，TDABCが原価計算制度として採用されない限
り解決しえない。TDABCの利用は，利益計画の手段として直接原価計算を利
用する場合と同様に考える必要がある。
TDABCおよび TDABBを利益計画目的や利益改善目的のために利用する場
合，TDABCおよび TDABBにおいては未利用のキャパシティが明らかになる
だけであって，それらはその利用問題を解決するものではない。利用問題につ
いては別途検討しなければならない。TDABCおよび TDABBにおいては，費
用節減を目的としたモデル構築の簡略化のために，伝統的な原価計算において
行われる製造間接費配賦の恣意性を排除し，製品原価計算の精緻化を図ること
によって正確な製品原価を算定して製品の収益性改善や製品戦略に役立てると
いう ABCの思考が後退し，また，詳しく業務分析を行って付加価値活動と非
付加価値活動を識別し，非付加価値活動を排除することによって原価低減を図
るという ABMの思考が消えている。
７．お わ り に
本稿では，TDABBに至るまでの ABCの展開により ABCが持っていた問題
点を解決できて，TDABBは予算管理が持つ機能を果たすことができるのか，
また業績改善に役立つツールとなっているのかどうかを検討することを目的と
してきたので，最後にこれらの諸点について述べておきたい。
キャプランとアンダーソンは，従来の ABCが期待したほど普及しなかった
原因は，特に ABCモデルの構築・維持のためにコストがかかりすぎることや
実務の複雑性の把握困難性にあると考え，従来の ABCを改良した ABCとし
て TDABCを提唱し，さらにそれに基づいて TDABBも提案している。前述の
通り，TDABCモデルの構築が容易に早く低コストで可能になっていることか
らコスト問題はかなり解決しており，また，時間等式の利用によって実務の複
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雑性の把握困難性の問題もかなり解決しているものと評価できる。しかし，そ
のために，ABCおよび ABMの思考が後退ないし消滅しているように思われ
る点が重大な問題である。２０）
TDABBは，TDABBにおいて考えられている見積損益計算書の構造から，
TDABCが原価計算制度として採用されない限り，現在の予算管理制度として
は利用できないので，予算管理が持つ機能を果たす可能性についてはあり得な
い。TDABCの利用は，利益計画の手段として直接原価計算を利用する場合と
同様に考える必要がある。
業績改善への役立ちについては，TDABCにおいて ABCの思考の後退や
ABMの思考の消滅が認められているので，直接的な貢献は得られないと言わ
ざるをえない。しかし，TDABBによる予算編成プロセスにおいてキャパシ
ティの未利用分と不足分が明らかになるので，その検討を通じて利益改善を行
うことは可能である。
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